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消費税廃止各界連は連日、国会要請行動を展開しています。23日は、埼玉、千葉、東京、神奈川、京都の各界連などから87人が参加しました。院内集会では日本共産党の大門実紀史参議院議員が国会情勢を報告。各地の運動を交流し、議員要請行動、特別委員会の傍聴を行ないました。24日は埼玉から11人が参加し、地元選出の議員を中心に要請しました。
増税反対世論が情勢を左右する。反対世論を多数派に!!

＜23日の院内集会での大門議員の国会情勢報告・要旨＞
今国会で動いている委員会は、ほぼ一体改革特別委員会だけという状況。防衛と国交の問責2大臣が辞任しない限り、自民党議員もめどが立たないと言っている。
しかし、この２大臣がやめるかどうかというよりもっと大きなところで政局になっている。民主党・小沢グループは消費税増税反対の姿勢を崩していない。造反すれば衆議院で増税法案が否決される。来週、野田首相と会談するといわれているが、妥協する見込みはない模様だ。
自民党は、話し合い解散を前面に、「対決」と「協力」の2面作戦をとり、消費税増税に賛成するかわりに、解散の確約を得ようとしている。

野田内閣は、増税に賛成してくれるなら自民案を丸のみしてもいいという姿勢。しかし、選挙になれば政権から降りなければならなくなることは明らかで、解散はしたくない。

こうした中、参院民主党を中心に、採決の先送り論が浮上。継続審議にして6月21日で国会を終わる（延長なし）という案や、会期を秋まで延長し様子を見るという案などが出始めている。

自民案を丸呑みして解散することになれば、大連立に向かう可能性が大きい。これは、憲法改悪にもかかわる危険な道だ。

こうした情勢の中で、野田首相がどう判断するかわからない。

消費税増税反対の世論の強さが、増税勢力の間に矛盾を作り出している。７～８割が反対するようになれば、小沢グループも賛成しにくくなる。反対世論を多数派にするという大道に立って奮闘しよう。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
増税反対の宣伝を強化しよう！！

＊宣伝テープ新バージョン完成しました。
30分テープ・800円（送料込）。
即日発送します。

注文は中央各界連までお願いします。
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このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。各界連ホームページにアップされています。











＊「特別委員会」の今後の審議日程（予定）


28日(月)　子育て　2：40～宮本岳志議員の質疑（50分）


29日(火)、30日（水）　年金問題　質疑は未定


31日（木）、6月1日（金）　税制　質疑は未定


審議日程に合わせて国会要請を行ないます。















































































































































